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自治体経営における広報広聴に関する研究―自治体と住民との関係構築に向けて― 
 
１．論文内容の要旨 
 
自治体において、その保有情報の適切な提供と住民の意見要望を反映した政策形成が求められ
ている。そのためには、行政と住民とのコミュニケーションの活性化と情報共有が要請される。
この役割を担うのが広報広聴活動であり、その目標は情報の非対称性の克服と情報共有を通じた
住民との信頼関係の構築である。戦後に PR（Public Relations）が導入されて以来、日本の民主
化への期待のもと自治体広報広聴に関する研究が進められてきた。しかし、住民の価値観やライ
フスタイルの多様化、情報通信技術やソフトウェア技術の発達による情報の飛躍的な増加と情報
共有の進展、効率性や顧客満足を目指す自治体経営への転換とともに、議会と住民との関係構築
を目指す自治体議会改革の広がりなど、自治体広報広聴をめぐる環境が、今日、大きく変化して
きている。 
本論文は、このような環境変化のもとで自治体広報広聴の本質と理念について改めて検討し直
した上で、自治体と住民との新たな関係構築という視点から、自治体広報広聴の品質改善に向け
ての課題と方向性を明らかにするものである。その際に、広報広聴の本質論と行政実務との断絶
について分析した上で、①“政策形成ルート”の未確立と世論調査の品質低下、②自治体ウェブ
サイトへの低評価、③自主財源確保のための広報媒体の活用、④専門情報の提供に伴う“行政広
報の失敗”、⑤議会改革における議会広報広聴についてそれぞれ綿密な調査を実施し、分析・実証
を行う、というプロセスを踏んでいる。 
本論文は、Ａ4 版 253 頁からなり、以下に示す目次の通り、序章および終章を含む１２章によ
り構成されている。 
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各章の概要は、以下の通りである。 
 
序章では、研究の背景および本研究の目的・構成を示すとともに、新公共経営の隆盛という状
況展開を踏まえつつ、自治体経営における広報広聴のあらたな位置付けに係る問題意識を提示し
ている。 
第１章は、これまでの行政広報広聴研究の蓄積を踏まえ、自治体と住民との関係構築という視
点から、行政広報広聴の基礎的枠組みを明らかにしている。この枠組に立脚して、第 2 章以下の
分析が行われている。 
具体的には、戦後の PR（Public Relations）の導入から現在までを、①戦後～1950年代、②1960
～1980年、③1990～現在に区分して、それぞれの時代の行政広報広聴研究の発展過程について検
討を行い、行政広報広聴の基礎的枠組みを明らかにしている。とくに、戦後の PR 導入直後に議
論された行政広報広聴の本質と理念に関する先行研究を検討することによって、その理念として、
“真実性”、“双方向性”、“網羅性”、“並行性”という四つの原則を提示している。また、行政広
報広聴が対象とする情報について、広聴活動が対象とする「個別情報」と「構造情報」、広報活動
が対象とする「公共サービス情報」と「政策情報」に整理している。 
第２章は、自治体議会と住民との関係の変遷について、①戦後～1950年代、②1960～1970年代、
③1980～1990年代、④2000～現在に区分して振り返り、第 1章で構築した行政広報広聴の枠組み
を手がかりとして自治体議会広報広聴の基礎的枠組みを提示している。 
第３章は、市民の声をいかに政策形成に活用するかという問題意識に立ち、自治体世論調査に
よって得られた市民の声（自由記述データ）の構成要素（語句）に対するテキストマイニング分
析（分かち書き処理、対応分析、成分スコアによるクラスター化）を実施している。これにより、
これまで自由記述データに対して行われてきた性質や政策項目の分類分析ではとらえることが困
難であった、新たなクラスターとその特徴という自由記述データの構造を明らかにしている。 
第４章は、調査環境悪化のなかで実施されている自治体世論調査の回収率と調査法に焦点をあ
てた現状分析である。これにより、面接法、留置法、郵送法のいずれにおいても回収率は低下傾
向にあること、その変動幅については郵送法がもっとも大きく、次いで面接法、留置法の順であ
ることを指摘している。また、関東地方 1 都 3 県の基礎自治体（144 団体）を対象に実施した調
査票調査により、自治体世論調査においては財政的な面とプライバシーへの配慮のもと高い回収
率を期待できない郵送法を採用する団体が増加してきていること、調査環境の悪化や調査法変更
の影響により実施された調査の約 8割が回収率 70％を下回る状況にあることを明らかにしている。 
第５章は、自治体世論調査の品質に関する分析である。基礎自治体を対象に実施した調査票調
査などにより、住民基本台帳データベースを管理する基礎自治体が実施する世論調査の特性とし
て、標本抽出段階での誤差が小さく、調査品質に影響を与える誤差は主としてデータ収集段階の
ものであることを明らかにしている。また、世論調査担当職員へのインタビュー調査を交えた、
基礎自治体 8 団体の世論調査に係る事例分析から、今後の自治体世論調査の品質向上に向けての
実践的示唆を提示している。 
第６章は、自治体のウェブサイトの品質に関する分析である。第 1 章で示した行政広報広聴の
四つの理念とウェブサイトの特性から、「情報品質：quality of contents」と「利用品質:quality in 
use」を評価軸とする自治体ウェブサイトの評価フレームワークを構築し、提示している。「情報
品質」は行政広報が対象とする公共サービス情報と政策情報の品質に関わる評価軸であり、「利用
品質」はユーザビリティとアクセシビリティに関わる評価軸である。このフレームワークに基づ
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く 23特別区のウェブサイト分析により、自治体ウェブサイトにおいては、公共サービス情報の提
供が重視され政策情報の提供が十分ではない状況にあること、即ち、住民にとって価値ある政策
情報の提供に関して品質改善の余地があることを明らかにしている。 
第 7 章は、自治体ウェブサイトに、品質改善手法のひとつであるペルソナ法の適用を検証した
事例分析である。東京都内の基礎自治体のウェブサイトを事例としてとりあげ、そのユーザに対
するウェブ調査、アクセス解析、外部情報、さらにはターゲットユーザに対するインタビュー調
査の結果分析をもとに仮想ユーザであるペルソナを作成し、その適用によってウェブサイトの具
体的な改善点の抽出を試みている。分析の結果、具体的なユーザビリティの改善点にまでブレイ
クダウンすることが可能となり、実務レベルでの具体的な利用品質の改善手法としてペルソナ法
の活用可能性を示している。 
第８章は、自治体における広報紙を活用した広告事業に関する分析である。広報紙への広告掲
載は自主財源確保策のひとつとして導入団体が増加しているが、中長期的な事業戦略を立ててそ
のもとで事業を展開することが自治体の課題になっている。このような視点から、千葉県と県内
基礎自治体の調査を実施し、これまで広告導入が難しいといわれていた中小規模の自治体におい
ても十分導入可能であること、また、広告導入時の障壁のうち、とくに収益性問題と公平性問題
が主な阻害要因になることを指摘している。次に、自治体広告事業の競争優位に関する分析によ
り、行政広報広聴の本質の追求が結果として広報紙の広告媒体としての優位性に結びつくこと、
他方で自治体はその組織特性により、広告主に継続して価値を提供し続けることが困難であるこ
とも明らかにしている。 
第９章は、行政広報が対象とする政策情報のひとつである専門情報の提供に関する分析である。
まず、福島第一原発事故による放射性物質の健康リスク情報の提供に関する行政広報について事
例分析を行うことにより、行政広報は政策に関わる専門情報を提供することを使命としているが、
行政が真実性を保証できない情報や科学的な検証が不十分な専門情報（妥当性境界にある知識）
の断定的な提供は、行政と住民との信頼関係の構築にマイナスの影響、即ち、行政と住民との間
に混乱を引き起こす“行政広報の失敗”という状況を生み出すこと、行政広報が専門情報の提供
に関して“脆弱性”を内包していることを明らかにしている。次に、専門的知見を持つ科学者・
専門家が担う科学コミュニケーションと行政広報との協働について検討を行い、相互補完・連携
の可能性を指摘している。 
第１０章は、自治体議会改革における議会広報広聴の位置づけに関する分析である。まず、議
会基本条例における広報広聴の位置づけと改革プロセスのなかでの広報広聴の実践に関し、議会
改革先進自治体といわれる４団体の事例分析により、その議会基本条例には広報広聴に関する規
定が盛り込まれていること、しかし必ずしも十分な政策情報公開が行われていないこと、広聴活
動は人口規模の大小にかかわらず住民との直接対話を中心に構成されていることが明らかにされ
た。次に、議会改革と議会広報誌改革に高い評価を得ている自治体に焦点をあてて、議会議員へ
のインタビュー調査をはじめとする事例分析により、質の高い議会広報実現のためには議会活動
そのものの品質が重要であること、継続的な審議情報公開により地域課題に対する執行機関の対
応を常にチェックする姿勢を住民に示すこと、即ち議事機関の役割を果たしていることを住民に
伝えることが、議会広報広聴の品質向上につながるものであることを指摘している。 
 
終章は、本論文の結論と今後の課題である。  
これからの自治体経営においては、行政も議会もともに住民との信頼関係の構築という本質と
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理念を踏まえたうえで、住民にとっての価値とは何かを熟慮しながらその情報と手法の品質改善
を継続的に実施していくことが不可欠であること、地域社会における情報の偏在や自治体と住民
との間の情報の非対称性という状況のもとで、情報循環サイクルに流れる“価値”を戦略的かつ
継続的に高めながらそれを住民と共有していくという、広報広聴のスパイラル的な発展こそが信
頼関係の構築に結びつくものであることを本論文の結論としている。 
さらに、本研究の意義として、自治体と住民との関係構築のために広報広聴を通じた情報開発
と価値創造の必要性を指摘したこと、二元代表制における首長・議会の両機関の広報広聴を分け
て論じそれぞれの枠組みを示したこと、住民との関係構築に必要な具体的方策としてペルソナ法
の適用可能性を指摘したことを挙げている。 
今後の研究課題としては、自治体広報広聴における情報開発・価値創造の意味をさらに明確化
すること、議会による広報広聴活動について分析を深めること、仮想的ユーザであるペルソナの
精緻化を進めることを指摘している。 
 
２．審査経過 
  本論文は、2014 年９月 10 日に大学院課に提出され、同年 9 月 16 日の公共政策研究科市民
社会ガバナンスコース教授会において、主査間島正秀、副査中筋直哉、同白鳥浩の構成で学位論
文審査小委員会を組織し、審査することを決定した。なお、その後、副査白鳥浩の在外研究員就
任により、2015 年 4 月 21 日の同コース教授会において、白鳥浩に代えて池田寛二を副査とする
決定をした。審査小委員会は、2 回にわたる予備的な審査を実施したうえ、2015 年 7 月 4 日に公
開での論文報告及び口頭試問を実施し、次のような審査結果に達した。 
 
３．審査結果の要旨 
 本論文は、自治体と住民との関係再構築という大きな視点に立ち、理論面と行政実務双方の知
見を踏まえつつ、自治体の広報広聴総体の評価と改革提言を行うことを基軸とする内容であり、
分権改革と自治体経営改革がともに要請されている現代において、時宜にかなった研究成果であ
ると評価される。評価される点は、以下の通りである。 
 第一に、自治体と住民とのコミュニケーションの活性化と情報共有を基盤にして、行政と住民
の協働による公共政策形成を促進するという視点から、広報研究と広聴研究とを連結させて総合
的に分析し、実務にも応用可能な理論的枠組みを提示していることである。広報研究と広聴研究
が別個になされる傾向がみられる状況において、両研究を統合しようとする本論文の意欲は、住
民とのコミュニケーション促進によるネットワーク構築の要請が強まりつつある現代自治体行政
に関する研究への貢献が認められるものである。 
 第二に、行政広報広聴とは独立した独自の役割が求められる議会広報広聴について、自治体議
会改革の一環という位置づけから分析した上で、住民からの信頼性確保という点においては行政
広報広聴との共通性があることも併せて指摘し、そのような視点から議会広報広聴に関する理論
的枠組みを提示していることである。議会広報広聴に関する研究は今後進展が期待される分野で
あり、本論文は、研究面においても議会改革に向けての実践面においても貢献が認められる。 
 第三に、住民による自治体統制の手段として、換言すれば、地域の民主主義原理を保障するた
めの手法として自治体広報広聴を位置づける伝統的な理論を踏まえつつ、近年の急速な情報化と
コミュニケーション手段の多様化に対応した新たな理論的枠組みについて実証的な調査分析を通
して提示し、具体的な改善や改革の提言がなされていることである。 
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具体的には、市民の声のテキストマイニング分析、自治体が企画・実施する世論調査の品質分
析とその改善方策、自治体ウェブサイトの品質評価のフレームワーク構築、自治体ウェブサイト
におけるペルソナの作成と活用可能性の分析、自治体広報紙を利用した広告事業の分析と行政実
務への提言、科学技術等専門情報提供に関する行政広報の「脆弱性」の認識の上に科学コミュニ
ケーションと行政広報とが連携する必要性の指摘などである。これらの中でも、とくに、住民と
の関係構築に必要な方策として、ペルソナ法の適用可能性を分析し指摘したことは、学問上の貢
献が認められ、高く評価される。 
 一方で、まだ必ずしも研究や提言の熟度が十分に高まっているとはいえない部分も残されてい
る。第一に、本論文の各論（第 3 章～第 10 章）を統一する体系が必ずしも明らかではないこと
である。第 1 章と第 2 章に示されている「基礎的枠組み」と各論とをつなぐ、いわば中間項とし
ての「総論」にあたる部分が示されれば、一つの体系における各論それぞれの位置づけがより明
確に理解されうるということである。第二に、自治体経営という視点から「価値創造」という用
語が使用されているが、本論文においてはその意義が明瞭でないことである。その概念の明確化
にあたっては、自治体広報広聴全般にわたる新たな考察が必要になる可能性もあるかもしれない。
第三に、議会広報広聴に関する調査研究と分析をさらに展開することが強く期待されることであ
る。このことにより、行政広報広聴と議会広報広聴とを統合した、真の意味での自治体広報広聴
に関する理論的枠組みが形成されるものと思われる。第四に、筆者も指摘しているように、仮想
的ユーザとしてのペルソナの精緻化等を図り、自治体ウェブサイトやそれ以外の広報広聴媒体へ
のペルソナ法の適用可能性を高めることである。 
 しかしながら、これらの点は、引き続き検討されるべき今後の研究課題である。自治体と住民
とのコミュニケーション促進という枠組みから自治体広報広聴の総体にアプローチし、理論と調
査分析、さらに行政実務との橋渡しを使命としている本論文の現代的意義を勘案すると、一定の
価値を有する論文であると判断できる。 
 以上のような検討結果に基づき、本審査小委員会は、全会一致をもって、提出論文が博士（公
共政策学）の学位に値するという結論に達した。 
